
Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,148,823 1,079,206 8,322 1,087,528 ▲5.3% 

震災対応分 27,844 22,412 22,412 ▲19.5% 

特別会計 431,589 443,801 443,801 2.8%

震災対応分 3,886 2,911 2,911 ▲25.1% 

準公営企業会計 7,240 6,655 6,655 ▲8.1% 

震災対応分 96 97 97 0.4%

公営企業会計 37,235 38,454 38,454 3.3%

震災対応分 30 42 42 39.3%

合計(総会計) 1,624,888 1,568,115 8,322 1,576,438 ▲3.0% 

震災対応分 31,856 25,462 25,462 ▲20.1% 

令和4年度
6月現計予算額

A

令和5年度予算額

令和５年度 ６月補正予算（第１号）案の概要 令 和 ５ 年 ６ 月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、国の「物価高克服に向けた追加策」に基づき増額された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」等を

活用し、光熱費や物価高騰に直面する生活者や事業者への支援策等を予算化。

○ 具体的には、生活者支援として、 LPガス利用者の負担軽減に向けた支援や低所得のひとり親世帯に対する生活支援特別給付金を計

上するとともに、学校給食の食材価格高騰分への助成や、子ども食堂、フードバンクへの運営費支援に要する経費を予算化。

○ また、事業者支援として、中小企業等の特別高圧電気料金や、医療機関、社会福祉施設等の光熱費等への支援のほか、畜産農家等に

対する配合飼料購入費の助成や交通・貨物運送事業者等の事業継続に向けた経費を計上するとともに、地域商店街の活性化に向けた

地域ポイント等導入検討費を予算化。

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。
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エネルギー・食料品価格等の物価高騰への対応１ 単位:千円

Ⅲ 主な事業

ＬＰガス料金負担軽減支援費 １,３６０,０００ 消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

新規

中小企業等特別高圧電気料金支援費 ８４５,８５０ 中小企業支援室
特別高圧で受電する中小企業等に対する電気料金のかかり増し経費

への助成

（１）生活者支援

○省エネ家電等購入促進費 ５０,０００ 環境政策課
省エネ性能の高い家電等への買換えの促進

○私立学校給食食材価格高騰対策費 ８０,０００ 私学・公益法人課
保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○県立学校給食食材価格高騰対策費 ２４,６００ 保健体育安全課
保護者負担の軽減に向けた県立学校の給食食材価格高騰分への助成

○高等学校等修学支援費（物価高騰対策分） ４２,８００
私学・公益法人課、高校教育課

低所得世帯を対象とした高校生等奨学給付金への上乗せ給付

○特別支援教育就学奨励費（物価高騰対策分） １５,５００ 特別支援教育課
低所得世帯を対象とした特別支援教育就学奨励費への上乗せ給付

○子ども食堂運営支援費 ３０,０００ 子育て社会推進課
子ども食堂運営団体等への助成

○子育て世帯生活支援特別給付金 ２１７,１３７ 子ども・家庭支援課
低所得のひとり親世帯に対する生活支援特別給付金

フードバンク支援費 １１,０００ （既決:4,000） 社会福祉課
生活困窮者や子ども食堂等への食料支援を実施しているフードバンク

活動団体への助成

拡充

（２）事業者支援

○私立学校原油価格高騰対策費 １５４,０００ 私学・公益法人課
私立幼稚園等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○生活衛生事業者原油価格高騰対策費 ２０,０００ 食と暮らしの安全推進課
一般公衆浴場及びクリーニング所に対する燃料費のかかり増し経費への

助成

○医療機関等物価高騰対策費 ８４５,５１９ 医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○社会福祉施設等物価高騰対策費 ３６８,０９８ 長寿社会政策課ほか
高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対する光熱費等のかかり

増し経費への助成

新規
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○仙台空港アクセス鉄道経営支援費 ６８,５００ 空港臨空地域課
運行体制の維持・確保に向けた仙台空港アクセス鉄道への経営支援

Ⅲ 主な事業

新規 園芸農業原油価格高騰対策費 ６９,２００ 園芸推進課
園芸農家に対する電気料金のかかり増し経費への助成

デジタル技術の活用２

○土地改良区原油価格高騰対策費 ４３５,０００ 農村整備課
土地改良区に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○畜産生産資材価格高騰対策費 １,６３８,０００ 畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費や酪農家に対する光熱動力費への助成

○養殖業物価高騰対策費 １１,３００ 水産業基盤整備課
養殖業者に対する配合飼料購入費への助成

○ものづくり企業省エネルギー設備等導入支援費 ５００,０００ 新産業振興課
中小製造業者等の省エネルギー推進やエネルギーコスト削減に向けた取組

への支援

○施設園芸省エネルギー化対策費 ５５,０００ 園芸推進課
施設園芸農家に対する省エネルギー化のための資材購入経費等への助成

県産材流通緊急支援費 ５７,０００ 林業振興課
県産材の流通回復を図るための販売促進支援

新規

○交通事業者等支援費 １９４,２００ 地域交通政策課
乗合バス、タクシー、自動車運転代行等の各事業者に対する事業継続へ

の支援

○貨物運送事業者支援費 ５２７,０００ 商工金融課
貨物運送事業者に対する事業継続への支援

地域ポイント等導入検討費 ４４６,９００ （既決:10,000） 富県宮城推進室
地域商店街の活性化に向けた地域ポイント等の導入可能性調査

拡充
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅴ 主要項目

１ エネルギー・食料品価格等の物価高騰への対応
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
６月補正
(千円)

（１）生活者支援

● 私立学校給食食材価格高騰対策費 総務部 私学・公益法人課 80,000

● 県立学校給食食材価格高騰対策費 教育庁 保健体育安全課 24,600

● 高等学校等修学支援費（物価高騰対策分） 総務部ほか
私学・公益法人課

高校教育課
42,800

● 特別支援教育就学奨励費（物価高騰対策分） 教育庁 特別支援教育課 15,500

拡充 ● フードバンク支援費 保健福祉部 社会福祉課 11,000

● 子ども食堂運営支援費 保健福祉部 子育て社会推進課 30,000

● 子育て世帯生活支援特別給付金 保健福祉部 子ども・家庭支援課 217,137

新規 ● LPガス料金負担軽減支援費 復興・危機管理部 消防課 1,360,000

● 省エネ家電等購入促進費 環境生活部 環境政策課 50,000

（２）事業者支援

● 私立学校原油価格高騰対策費 総務部 私学・公益法人課 154,000

● 生活衛生事業者原油価格高騰対策費 環境生活部 食と暮らしの安全推進課 20,000

● 医療機関等物価高騰対策費 保健福祉部
医療政策課

薬務課
845,519

● 社会福祉施設等物価高騰対策費 保健福祉部 長寿社会政策課ほか 368,098

新規 ● 中小企業等特別高圧電気料金支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 845,850

新規 ● 園芸農業原油価格高騰対策費 農政部 園芸推進課 69,200

● 土地改良区原油価格高騰対策費 農政部 農村整備課 435,000

● 畜産生産資材価格高騰対策費 農政部 畜産課 1,638,000

● 養殖業物価高騰対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 11,300

● ものづくり企業省エネルギー設備等導入支援費 経済商工観光部 新産業振興課 500,000

農産物直売所等省エネルギー化対策費 農政部 農山漁村なりわい課 7,000

● 施設園芸省エネルギー化対策費 農政部 園芸推進課 55,000

低燃費型林業機械導入支援費 水産林政部 林業振興課 50,900

新規 ● 県産材流通緊急支援費 水産林政部 林業振興課 57,000

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
６月補正
(千円)

● 交通事業者等支援費 企画部 地域交通政策課 194,200

● 貨物運送事業者支援費 経済商工観光部 商工金融課 527,000

観光事業者等支援費 経済商工観光部 観光政策課 16,600

港湾運送事業者等支援費 土木部 港湾課 12,000

仙台空港経営支援費 土木部 空港臨空地域課 14,600

● 仙台空港アクセス鉄道経営支援費 土木部 空港臨空地域課 68,500

２ デジタル技術の活用
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
６月補正
(千円)

働き方改革推進費 総務部 行政経営推進課 31,840

拡充 ● 地域ポイント等導入検討費 経済商工観光部 富県宮城推進室 446,900

新規 アグリテック活用推進費 農政部 農業振興課 6,600

３ その他
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
６月補正
(千円)

生活困窮者自立支援費 保健福祉部 社会福祉課 36,329

新規 観光再始動支援費 経済商工観光部 観光政策課 20,000

食品製造業経営力強化支援費 農政部 食産業振興課 22,440

農業用ため池等再生可能エネルギー導入促進
費

農政部 農村振興課 15,000

仙台空港交通アクセス充実支援費 土木部 空港臨空地域課 16,500
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Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧

１ 予算議案（1件）

番号 名称

89 令和５年度宮城県一般会計補正予算
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２ 予算外議案（16件）

（１） 条例議案（12件）

番号 名称 概要

90 再生可能エネルギー地域共生促進税条例

再生可能エネルギー発電事業の地域との共生の促進に向けて、再生可能エネルギー
地域共生促進税を創設しようとするもの

施行 規則で定める日
所管 税務課

１ 課 税 客 体 森林の開発区域内に所在し、自家用又は発電事業の用に供する
ことができる再生可能エネルギー発電設備（開発行為の着手から
その完了後５年を経過した日までの間に設置に着手したものに限
る）

２ 課 税 標 準 再生可能エネルギー発電設備の総発電出力
３ 納税義務者 課税客体の所有者
４ 税 率 再エネ種別ごとに（太陽光・風力についてはFIT価格にも応じ）設定
５ 適 用 期 間 施行の日から５年間

91 みやぎハートフルセンター条例

みやぎハートフルセンターの設置及び管理に関し必要な事項を定めようとするもの

施行 令和６年４月１日等
所管 社会福祉課

１ 施設の名称等
（１） 名称 みやぎハートフルセンター
（２） 所在地 仙台市青葉区上杉三丁目３番１号
２ 規模 延床面積 4,613㎡
３ 業務 県民の福祉に係る情報の収集及び提供に関する業務等

92
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正す
る条例

特殊勤務手当の額の改定等のため、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 人事課

１ 警護対象者の警護に対する身辺警護等作業手当の額の引上げ
２ 防疫等作業手当のうち、新型コロナウイルス感染症に係る特例の廃止
３ 適用 １は令和５年４月１日から、２は条例の施行の日から適用

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

93 宮城県県税条例の一部を改正する条例

地方税法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年１月１日等
所管 税務課

１ 税務書類の公示送達制度の見直し
２ 軽油引取税

オーストラリア軍隊に係る課税免除規定の新設等
３ 自動車税

不正により生じた納付不足額に対する加算割合の引上げ

94
離島振興対策実施地域における県税の課税免除に
関する条例の一部を改正する条例

離島振興法第２０条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場
合等を定める省令の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 税務課

１ 離島地域の振興を目的として、事業税、不動産取得税及び固定資産税の課税免除
の適用を受ける対象設備の取得期間を令和７年３月３１日（改正前令和５年３月３１
日）まで延長

２ 離島振興法に基づく課税免除の対象を離島振興計画において産業振興促進事項
に記載されている区域及び業種に限定

３ 適用 令和５年４月１日

95
原子力発電施設等立地地域における県税の特例に
関する条例の一部を改正する条例

原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法第１０条の地方税の不均一課
税に伴う措置が適用される場合等を定める省令の改正に伴い、所要の改正を行おうと
するもの

施行 公布の日
所管 税務課

１ 原子力発電施設等立地地域の振興を目的として、事業税、不動産取得税及び固定
資産税の不均一課税の適用を受ける対象設備の取得期間を令和７年３月３１日（改
正前令和５年３月３１日）まで延長

２ 適用 令和５年４月１日
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番号 名称 概要

96
行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律施行条例の一部を改正す
る条例

県が個人番号を独自に利用できる事務の削除等、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 デジタルみやぎ推進課

県が個人番号を独自に利用できる事務の削除及び追加

97 看護学生修学資金貸付条例の一部を改正する条例

地域保健法等の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 医療人材対策室

引用条項の移動及び文言の整理

98
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条例

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、所要の改正を行おうとす
るもの

施行 公布の日
所管 子育て社会推進課、障害福祉課

こども家庭庁設置に伴う文言の整理

99
指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関
する基準等を定める条例の一部を改正する条例

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準の改
正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 障害福祉課

こども家庭庁設置に伴う文言の整理

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

100 公安委員会関係手数料条例の一部を改正する条例

道路交通法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 警察本部

道路交通法の改正に伴い、特定小型原動機付自転車（いわゆる電動キックボード等）
運転者講習の手数料を新設 講習1時間につき2,000円

101
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律に基づく信号機等に関する基準を定める条例
の一部を改正する条例

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定める規
則の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 警察本部

１ 歩行者用信号の表示対象に、遠隔操作型小型車及び特定小型原動機付自転車を
追加

２ 用語の定義に関する規定の新設

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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（２） 条例外議案（4件）

番号 名称 概要

102 和解について

東京電力福島第一原子力発電所事故による災害対策に要した費用の損害賠償請求に
係る和解について、地方自治法の定めるところにより、議会の議決を受けようとするも
の

所管 原子力安全対策課

１ 和解の相手方
東京電力ホールディングス株式会社

２ 和解の内容
相手方は、県に対し、平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの期間に係る
和解金として、合計192,265,000円の支払い義務があることを認める

103
工事請負変更契約の締結について（仙台塩釜港塩釜
港区防潮堤改良工事）

請負金額 945,503,900円 → 736,882,300円
契約の相手方 株式会社橋本店

所管 港湾課

１ 議決日
令和４年７月５日 議第１２９号議案

２ 変更日
令和５年２月２４日提出 報告第９号

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

104
専決処分の承認を求めることについて（宮城県県税条
例の一部を改正する条例）

地方税法の改正に伴う所要の改正について、令和５年３月３１日専決処分したので、そ
の承認を求めようとするもの

所管 税務課

１ 自動車税環境性能割
先進安全技術を搭載したトラック・バス車両に係る特例措置の拡充・延長

２ 自動車税種別割
グリーン化特例（軽課）の延長

３ 不動産取得税
買取再販で扱われる住宅の取得等に係る特例措置の延長

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧

番号 名称 概要

105
専決処分の承認を求めることについて（令和４年度宮
城県一般会計補正予算）

県税等の変更に係る令和４年度宮城県一般会計補正予算について、令和５年３月３１
日専決処分したので、その承認を求めようとするもの

所管 財政課

歳入
県 税 1,870,000千円
地 方 譲 与 税 △180,000千円
地 方 交 付 税 △6,619,098千円
交通安全対策特別交付金 △75,138千円
国 庫 支 出 金 △57,974,951千円
寄 附 金 1,000千円
繰 入 金 13,627,469千円
諸 収 入 △146,285千円
県 債 △12,341,200千円
合 計 △61,838,203千円

歳出
総 務 費 8,650,000千円
民 生 費 △60,000千円
衛 生 費 △24,435,000千円
農 林 水 産 業 費 △1,005,907千円
商 工 費 △36,240,000千円
土 木 費 0千円
警 察 費 0千円
教 育 費 △975,649千円
災 害 復 旧 費 △7,668,647千円
予 備 費 △103,000千円
合 計 △61,838,203千円

17



３ 報告（6件）

番号 名称 概要

18 令和４年度宮城県歳出予算の繰越使用について

ア 一般会計 明許繰越 106,229,657千円（187件）
事故繰越 17,067,268千円（ 40件）

計 123,296,925千円（227件）
イ 特別会計 明許繰越 1,568,336千円（ 4件）

事故繰越 160,701千円（ 1件）
計 1,729,037千円（ 5件）

合計（ア＋イ） 125,025,962千円（232件）
ウ 公営企業会計 継続費の逓次繰越 120,631千円（ 1件）

予 算 繰 越 3,175,376千円（61件）
計 3,296,007千円（62件）

令和４年度議決額
ア 一般会計 132,659,278千円（187件）
イ 特別会計 1,716,600千円（ 4件）

合 計 134,375,878千円（191件）

19
専決処分の報告について（宮城県宮城第一高等学校
校舎等改築工事（その１）の請負契約の変更）

請負金額 1,507,066,000円 → 1,512,733,200円
契約の相手方 株式会社橋本店

１ 議決日
令和３年１０月４日 議第１８７号議案

２ 第一回変更
令和５年２月２４日提出 報告第１０号

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

４ 専決処分日
令和５年５月１９日

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

20
専決処分の報告について（宮城県宮城第一高等学校
校舎等改築工事（その２）の請負契約の変更）

請負金額 1,017,423,000円 → 1,019,432,700円
契約の相手方 奥田建設株式会社

１ 議決日
令和３年１０月４日 議第１８８号議案

２ 第一回変更
令和５年２月２４日提出 報告第１１号

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

４ 専決処分日
令和５年５月１９日

21
専決処分の報告について（宮城県宮城第一高等学校
校舎等改築工事（その３）の請負契約の変更）

請負金額 1,209,366,400円 → 1,217,464,600円
契約の相手方 株式会社橋本店

１ 議決日
令和３年１０月４日 議第１８９号議案

２ 第一回変更
令和５年２月２４日提出 報告第１２号

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

４ 専決処分日
令和５年５月１９日

Ⅵ 第３８８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

22
専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の
決定）

和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので報告するもの

○事故の状況
１ 件数

１２件
２ 発生

令和元年７月～令和５年２月
３ 損害原因

県管理道路の損傷による事故等
４ 損害賠償額

1,604,793円
５ 専決処分日

令和５年３月３０日～令和５年５月１５日

23
専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損
害賠償の額の決定）

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので
報告するもの

○事故の状況
１ 件数

１８件
２ 発生

令和４年６月～令和５年３月
３ 損害内容

人身事故、車両事故
４ 損害賠償額

6,951,183円
５ 専決処分日

令和５年３月２７日～令和５年５月１２日
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